
８福薬業発第１９７号 

令 和 ８ 年 ８ 月 ３ 日 
各地区薬剤師会会長 殿 

 

公益社団法人福岡県薬剤師会 

常務理事 竹野 将行  

 

令和８年熊本地震に伴う災害の被災者に係る通知について（その２） 

 

 平素より本会会務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、標記につきましては、令和８年７月 30 日付け８福薬業発第 194 号にてお

知らせしたところですが、日本薬剤師会より下記の通知が追加でありましたのでお

知らせいたします。 

令和８年熊本地震により被災された方々への医療情報および保険料等の取扱い

について、ご多忙とは存じますが、貴会会員へのご周知方よろしくお願い申し上げ

ます。 

 

記 

〔別添１〕日薬業発第 181 号 

令和８年熊本地震に伴う被災した要介護高齢者等への対応及び被保険者証の提示

等の取扱いについて 

〔別添２〕日薬業発第 183 号 

令和８年熊本地震の被災に伴う医療法等の取扱いについて 

〔別添３〕日薬業発第 184 号 

令和８年熊本地震に伴う診療録等の文書の保存に係る取扱いについて 

〔別添４〕日薬業発第 187 号 

令和８年熊本地震に係るオンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情

報・資格確認機能」をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について（そ

の２） 

 

以 上 



日 薬 業 発 第 1 8 1 号 

令 和 ８ 年 ７ 月 30 日 

都道府県薬剤師会担当役員 殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

副会長 渡邊 大記 

  

 

令和８年熊本地震に伴う被災した要介護高齢者等への対応及び 

被保険者証の提示等の取扱いについて 

 

 

平素より本会会務の推進に格別のご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

令和８年熊本地震に係る災害につきましては、令和８年７月 29 日付け日薬業

発第 171 号ほかにてお知らせしたところですが、今般、厚生労働省老健局介護保

険計画課ほかより、令和８年熊本地震に伴う被災した要介護高齢者等への対応及

び被保険者証の提示等に関する事務連絡が発出されましたので、お知らせいたし

ます。 

本事務連絡では、被災した要介護高齢者等への対応として、利用者負担の減免

や介護保険施設等における定員超過利用等の特例的な取扱いのほか、被保険者証

等を提示できない場合や要介護認定等に係る特例的な取扱いが示されています。 

なお、利用者負担（及び保険料）の減免については、減免の実施及びその対象

者は市町村が判断するものであることから、個別の運用については各市町村へお

問い合わせください。 

つきましては、貴会会員にご周知くださいますようお願い申し上げます。 

 

 

 

別添１



（別添） 

▪ 令和８年熊本地震に伴う災害により被災した要介護高齢者等への対応につ

いて（熊本県宛及び全国都道府県・市区町村宛）（令和８年７月 28 日付け

事務連絡、厚生労働省老健局介護保険計画課） 

▪ 令和８年熊本地震に伴う災害による被災者に係る被保険者証の提示等につ

いて（令和８年７月 28 日付け事務連絡、厚生労働省老健局介護保険計画

課ほか） 



 事 務 連 絡 

令 和８ 年７月 28 日 

 

熊本県介護保険主管部（局）御中 

 

 厚生労働省老健局介護保険計画課 

 

 

 

令和８年熊本地震に伴う災害により被災した要介護高齢者等への対応について 

 

標記災害の被災に伴い、貴管内の一部地域において災害救助法（昭和 22 年法律第 118

号）が適用されました。このため、別添の事務連絡の内容について改めて御了知いただく

とともに、同内容について、関係保険者への周知・指導等よろしく取り計られるよう、特

段の御配慮をお願いいたします。 



（改正後全文） 
 

 事 務 連 絡 

平成２５年５月７日 

   

各都道府県介護保険主管部（局）  御中 

   

 厚生労働省老健局介護保険計画課 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

災害により被災した要介護高齢者等への対応について 

 

 標記について、災害により被災した世帯の要介護高齢者等については、保険者におい

て適切に御対応いただいているところですが、下記内容について改めて御了知いただく

とともに、災害の発生により貴管内の市町村が災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）

の適用を受けた場合等にあっては、同内容について関係保険者への周知・指導等よろし

く取り計られるよう、特段の御配慮をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 保険者である市町村においては、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、

介護支援専門員、介護サービス事業者、民生委員・児童委員、ボランティア等に協力

を依頼する等の方法により、その状況や実態の把握に努めていただくとともに、避難

対策及び介護サービスの円滑な提供について、柔軟な対応をお願いいたします。 

 

２ 居宅サービスは居宅において介護を受けるものとしておりますが、自宅以外の場所

（避難所や避難先の家庭、旅館等）で生活している場合でも必要なサービスを受けら

れるよう、保険者である市町村においては、介護サービス事業者や居宅介護支援事業

者等に協力を依頼するなど柔軟な対応をお願いいたします。 

 

３ 介護保険施設、短期入所生活介護、短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介護、

認知症対応型共同生活介護、複合型サービス、通所介護及び通所リハビリテーション

等については、災害等による定員超過利用が認められているところです。その際の介

護報酬については、利用定員を超過した場合でも、特例的に所定単位数の減算は行わ

ないこととしており、この場合において、通所介護費等の算定方法にかかわらず所定

の介護サービス費の対象とします。また、特定施設入居者生活介護についても同様と

致します。なお、被災のため職員の確保が困難な場合においても、同様に所定単位数

の減算は行わないこととします。 



 

 

４ 被災のため居宅サービス、施設サービス等に必要な利用者負担をすることが困難な

者については、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第５０

条または第６０条に基づき、市町村の判断により利用者負担を減免できます。 

また、被災のため第１号保険料の納付が困難な者については、法第１４２条及び市

町村の条例に基づき、保険料の減免又はその徴収を猶予することができます。 

なお、市町村によるこれらの利用者負担額、保険料減免額（特別調整交付金の算定

基準に該当するもの）が一定以上となった場合、当該市町村に対しては特別調整交付

金を交付することとなります。 



 事 務 連 絡 

令 和８ 年７月 28 日 

 

各 都道府県介護保険主管部（局） 御中 

各 市区町村介護保険主管部（局） 御中 

 

 厚生労働省老健局介護保険計画課 

 

 

 

令和８年熊本地震に伴う災害により被災した要介護高齢者等への対応について 

 

 

標記災害の被災に伴い、熊本県の一部地域において災害救助法（昭和 22 年法律第 118

号）が適用されました。このため、別添の事務連絡の内容について改めて御了知いただく

とともに、同内容について、関係保険者への周知・指導等よろしく取り計られるよう、特

段の御配慮をお願いいたします。 



 事 務 連 絡 

令 和８ 年７月 28 日 

 

熊本県介護保険主管部（局）御中 

 

 厚生労働省老健局介護保険計画課 

 

 

 

令和８年熊本地震に伴う災害により被災した要介護高齢者等への対応について 

 

標記災害の被災に伴い、貴管内の一部地域において災害救助法（昭和 22 年法律第 118

号）が適用されました。このため、別添の事務連絡の内容について改めて御了知いただく

とともに、同内容について、関係保険者への周知・指導等よろしく取り計られるよう、特

段の御配慮をお願いいたします。 



（改正後全文） 
 

 事 務 連 絡 

平成２５年５月７日 

   

各都道府県介護保険主管部（局）  御中 

   

 厚生労働省老健局介護保険計画課 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

災害により被災した要介護高齢者等への対応について 

 

 標記について、災害により被災した世帯の要介護高齢者等については、保険者におい

て適切に御対応いただいているところですが、下記内容について改めて御了知いただく

とともに、災害の発生により貴管内の市町村が災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）

の適用を受けた場合等にあっては、同内容について関係保険者への周知・指導等よろし

く取り計られるよう、特段の御配慮をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 保険者である市町村においては、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、

介護支援専門員、介護サービス事業者、民生委員・児童委員、ボランティア等に協力

を依頼する等の方法により、その状況や実態の把握に努めていただくとともに、避難

対策及び介護サービスの円滑な提供について、柔軟な対応をお願いいたします。 

 

２ 居宅サービスは居宅において介護を受けるものとしておりますが、自宅以外の場所

（避難所や避難先の家庭、旅館等）で生活している場合でも必要なサービスを受けら

れるよう、保険者である市町村においては、介護サービス事業者や居宅介護支援事業

者等に協力を依頼するなど柔軟な対応をお願いいたします。 

 

３ 介護保険施設、短期入所生活介護、短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介護、

認知症対応型共同生活介護、複合型サービス、通所介護及び通所リハビリテーション

等については、災害等による定員超過利用が認められているところです。その際の介

護報酬については、利用定員を超過した場合でも、特例的に所定単位数の減算は行わ

ないこととしており、この場合において、通所介護費等の算定方法にかかわらず所定

の介護サービス費の対象とします。また、特定施設入居者生活介護についても同様と

致します。なお、被災のため職員の確保が困難な場合においても、同様に所定単位数

の減算は行わないこととします。 



 

 

４ 被災のため居宅サービス、施設サービス等に必要な利用者負担をすることが困難な

者については、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第５０

条または第６０条に基づき、市町村の判断により利用者負担を減免できます。 

また、被災のため第１号保険料の納付が困難な者については、法第１４２条及び市

町村の条例に基づき、保険料の減免又はその徴収を猶予することができます。 

なお、市町村によるこれらの利用者負担額、保険料減免額（特別調整交付金の算定

基準に該当するもの）が一定以上となった場合、当該市町村に対しては特別調整交付

金を交付することとなります。 



                               事 務 連 絡 

令 和 ８ 年 ７ 月 28日 

各 都道府県介護保険主管部（局） 御中  

各 市区町村介護保険主管部（局） 御中 

                     厚生労働省老健局介 護 保 険 計 画 課 

               高 齢 者 支 援 課 

認知症施策・地域介護推進課 

老 人 保 健 課 

 

令和８年熊本地震に伴う災害による被災者に係る被保険者証の提示等について 
 

標記災害の被災に伴い、熊本県の一部地域において災害救助法（昭和22年法律第118号）

が適用されました。当該地域の被保険者については、被保険者証及び負担割合証（以下

「被保険者証等」という。）を消失あるいは家屋に残したまま避難していることにより、

指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者及び介護保険施設等に提示できない場

合等も考えられることから、この場合においては、氏名・住所・生年月日・負担割合を申

し立てることにより、被保険者証等を提示したときと同様のサービスを受けられる取扱い

とします。 

すなわち、被保険者証等の提示がなくとも、市町村が保険給付費相当額を指定居宅サー

ビス事業者等へ直接支払うこと（代理受領方式による現物給付化）ができることとなりま

す。  

また、要介護認定（要支援認定を含む。以下同じ。）については、下記の取扱いとしま

す。  

・ 新規の要介護認定申請前にサービスを受けた被保険者に対しても、市町村の判断によ

り特例居宅介護サービス費等を支給することができます。  

・ 要介護認定及び要介護認定の更新等の申請を行う者が、上記の事情により、被保険者

証の提示ができない場合においても、当該申請を受理することができる取扱いとしま

す。 

・ 既に要介護認定申請を行っている方に対して、認定審査会を開催できない等の事情に

より通常の要介護認定を行えない場合も、暫定ケアプランを用いたサービス提供を行

うことができる取扱いとします。 

・ 要介護認定の更新申請をすることができる方が要介護認定の有効期間の満了前に申請

をすることができない場合についても、要介護認定の更新申請があったものと見なし

引き続きサービス提供を行うことができる取扱いとします。  

ついては、上記趣旨について御了知いただくとともに、管内市町村及び関係者等への周

知徹底をお願いいたします。 

※ 被災により被保険者証等を紛失・消失した被保険者に対しては、上記の取扱いに



ついて周知するとともに、速やかに再交付申請を行うよう勧奨されますようお願い

いたします。 



日 薬 業 発 第 1 8 3 号 

令 和 ８ 年 ７ 月 30 日 

 

都道府県薬剤師会 担当役員 殿 

日 本 薬 剤 師 会 

副 会 長  荻 野  構 一 

 
 

令和８年熊本地震の被災に伴う医療法等の取扱いについて 

 

平素より、本会会務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。  

今般、令和８年熊本地震による災害に伴う医療法、医療法施行令及び医療

法施行規則の取扱いについて、厚生労働省医政局長より別添のとおり連絡が

ありました。 

取り急ぎお知らせいたしますので、貴会会員へご周知くださいますようお

願い申し上げます。 

 

 

（別添） 

・令和８年熊本地震の被災に伴う医療法等の取扱いについて（周知依頼） 

（令和８年７月 29 日付け、厚生労働省医政局長） 

別添２



令和８年７月２９日 

 

別記団体 御中 

 

厚生労働省医政局長 

 

令和８年熊本地震の被災に伴う医療法等の取扱いについて 

（周知依頼） 

 

厚生労働行政の円滑な推進につきましては、日頃から格別の御理解と御協力 

を賜り、厚く御礼申し上げます。 

令和８年熊本地震の被災に伴う医療法（昭和 23年法律第 205 号）、医療法施

行令（昭和 23年政令第 326 号）及び医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 50

号）の取扱いについて、別添のとおり都道府県、保健所 設置市及び特別区の

衛生主管部長宛て通知しております。 

貴団体におかれましても御了知いただくとともに、関係者への周知方よろし

くお願いいたします。 

  



医政発 0729 第９号 

令和８年７月 29 日 

 

  都 道 府 県 

各 保健所設置市 衛生主管部（局）長 殿 

  特 別 区 

厚生労働省医政局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

令和８年熊本地震の被災に伴う医療法等の取扱いについて 

 

 令和８年熊本地震の被災に伴う医療法（昭和 23年法律第 205 号）、医療法施

行令（昭和 23 年政令第 326 号）及び医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 50

号）の取扱いについて、周知する必要があると考えられる事項について、下記の

とおりまとめましたのでお知らせいたします。これらの取扱いについては、被災

地の医療提供体制するための一時的なものであるので、通常の手続きを行うこ

とが可能となった場合又は通常の手続きを行うことが可能となった場合以後に

これらの取扱いが常態化する場合は、速やかに通常定められた手続きが行われ

るよう取扱いをお願いいたします。 

 なお、本通知は、令和８年熊本地震の被災に伴う医療法等の取扱いを入念的に

明らかにするものであり、従来からの取扱いを変更する趣旨ではなく、また、地

方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基づく技術的

助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

１ 令和８年熊本地震により、病院、診療所若しくは助産所（以下「病院等」と

いう。）又はオンライン診療受診施設の建物の全部又は一部が破損し、医療（オ

ンライン診療受診施設にあってはオンライン診療に限る。以下同じ。）の提供

が不可能な場合において、これに代替する建物（仮設建物を含む。）又は建物

内のほかの部分において一時的に医療の提供を継続しようとする場合には、

医療法第７条の規定に基づく病院等の開設に係る許可又は同法第８条の規定

に基づく診療所若しくは助産所の開設若しくはオンライン診療受診施設の設

置に係る届出は適切な時期に事後的に行うこととして差し支えないこと。ま

た、その場合において、病院等の開設者が事前に当該建物等の安全を十分に確

認するときには、同法第 27 条の規定に基づく使用前検査及び使用許可の手続



き並びに医療法施行規則第24条の２の規定に基づくエックス線装置の届出に

ついても同様に適切な時期に行うこととして差し支えないこと。 

 

２ 令和８年熊本地震の被災地において、被災者に対し医療を提供するため、仮

設診療所を開設する場合には、医療法の規定に基づく診療所の開設許可又は

届出の手続きは、適切な時期に事後的に行うこととして差し支えないこと。 

 

３ 令和８年熊本地震による患者に対応するため、一時的に診療時間を延長す

る場合には、診療時間変更の届出は省略して差し支えないこと。 

 

４ 令和８年熊本地震により、現に入院医療の必要な患者がいるものの、近隣の

病院又は診療所の受入体制が十分でない等の緊急時においては、医療法施行

規則第 10 条に規定される「臨時応急」の場合であることから、同条第１号及

び第２号の規定に関わらず定員以上に患者を入院させること及び病室以外の

場所に患者を入院させることは、認めて差し支えないこと。また、同条第３号

及び第４号規定される病床の種別に関わらず、患者を入院させて差し支えな

いこと。 

 

５ 令和８年熊本地震の被災に伴う巡回診療の医療法上の取扱いについては、

以下のとおりとすること。 

 

（１）令和８年熊本地震の被災地の医療提供体制を確保するため、巡回診療を行

う場合は、「巡回診療の医療法上の取り扱いについて」（昭和 37 年６月 20

日付け医発第 544 号厚生省医務局長通知。以下「巡回診療通知」という。）

で定める「医療法の運用上特別の処置を講じてその実施の円滑化をはかる

ことが適当であると考えられる」場合に該当するため、当該通知に沿い、取

り扱って差し支えないこと。 

 

（２）巡回診療通知の記第二の二の（一）のウにおいて規定する「実施計画」は、

適切な時期に事後的に行うこととして差し支えないこと。 

 

（３）さらに、「巡回診療に係る取扱いについて」（令和５年３月 29 日付け厚

生労働省医政局総務課長通知）においてお示ししているとおり、巡回診療通

知の記第一の二で示されている回数・日数を踏まえつつ、巡回診療通知に記

載の回数・日数を超える回数・日数での運用については、医療提供の機会を

確保する必要性が高い状況にある場合に、一定の期間の措置として、認める



こととして差し支えないこと。 

 

６ 令和８年熊本地震により病院又は療養病床を有する診療所の医師その他の

従事者（以下「医師等」という。）が、被災したこと又は被災地を通行できな

いことによって勤務できない場合には、当面の間、当該医師等を医療法施行規

則第１９条、第 21条の２、第 22条の２又は第 22 条の６に定める医師等の数

の算定に加える取扱いとして差し支えないこと。 

 

７ 令和８年熊本地震により病院等の開設者又はオンライン診療受診施設の設

置者が被災等の事由により、被災前の病院等又はオンライン診療受診施設の

休止の届出を行うことができないときは、当該届出を省略して差し支えない

こと。 

 

８ 令和８年熊本地震の被災地において、業務に支障が生じている医療法人又

は地域医療連携推進法人については、社員総会又は評議員会の開催等の医療

法の規定に基づく履行期限のない業務に現に支障が生じている場合には、当

該支障がなくなり次第、可能な限り速やかに履行することとして差し支えな

いこと。 

  なお、これらの法人に係る事業報告書等の都道府県知事への届出等の履行

期限がある業務の取扱いについては、別途示すこと。 

 

 

以上 



日 薬 業 発 第 1 8 4 号 

令 和 ８ 年 ７ 月 30 日 

 

都道府県薬剤師会 担当役員 殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

                           副会長 荻野 構一 

 

 

令和８年熊本地震に伴う診療録等の文書の保存に係る取扱いについて 

 

 

平素より、本会会務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

標記について、厚生労働省医政局ほかから別添のとおり連絡がありましたのでお知

らせいたします。 

本連絡は、一定期間保存することとされている文書が滅失した場合の取り扱いにつ

いて示されたものです。 

調剤録や処方箋等の文書について、適切な管理の下で保存していたにもかかわらず、

今般の令和８年熊本地震による災害によりやむを得ず滅失した場合（電磁的記録の出

力が不可能となった場合を含む）には、保存義務違反には当たらないとされています。 

取り急ぎお知らせいたしますので、該当都道府県薬剤師会におかれましては、貴会

会員へご周知くださいますようお願い申し上げます。 

別添３



事 務 連 絡 

令 和 ８ 年 ７ 月 3 0 日  

 

 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

 

 

厚生労働省医政局  

厚生労働省医薬局  

厚生労働省保険局  

 

 

令和８年熊本地震に伴う診療録等の文書の保存に係る取扱いについて 

（周知依頼） 

 

 

厚生労働行政の円滑な推進につきましては、日頃から格別の御理解と御協力を賜り、

厚く御礼申し上げます。 

今般、令和８年熊本地震により、診療録等の文書が滅失した場合の取扱いについて、

別添「文書保存に係る取扱いについて（医療分野）」における取扱いと同様とする旨、

各都道府県医務主管課・薬務主管課、地方厚生（支）局医療課・医事課宛てに事務連

絡を発出しました。 

貴団体におかれましても御了知いただくとともに、関係者への周知方よろしくお願

いいたします。 

 



 

事 務 連 絡 

令和８年７月３０日 

 

都道 府県 医務 主管 課 

都道 府県 薬務 主管 課 

保健所設置市医務主管課 

保健所設置市薬務主管課 

特 別 区 医 務 主 管 課 

特 別 区 薬 務 主 管 課 

地方厚生（支）局医療課 

地方厚生（支）局医事課 

 

 

厚生 労働 省医 政 局 

厚 生 労 働 省 医 薬 局 

厚 生 労 働 省 保 険 局 

 

  

令和８年熊本地震の被災に伴う診療録等の文書の保存に係る取扱いについて 
 

 

 平素より厚生労働行政にご理解、ご協力いただき、厚く御礼申し上げます。 

今般、令和８年熊本地震により、別紙に掲げる文書が滅失した場合の取扱いにつ

いては、別添「文書保存に係る取扱いについて（医療分野）」における取扱いと同

様とするので、貴課におかれてはこれを御了知いただくとともに、必要に応じ、管

下の市区町村、関係機関、関係団体及び医療機関等への周知をお願いいたします。 

 なお、滅失した文書の有無の確認や、本事務連絡に基づく対応については、直ち

に実施を求めるものではなく、医療機関等の復旧作業に着手可能な状況になった段

階で実施することとして差し支えないことを申し添えます。 

 

 

             以上   

各 御中 



（別紙） 
① 医師法（昭和 23 年法律第 201 号）第 24 条の診療録 

② 歯科医師法（昭和 23 年法律第 202 号）第 23 条の診療録 

③ 保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号）第 42 条の助産録 

④ 医療法（昭和 23年法律第 205 号）第 21 条第１項第９号、第 22 条第２号及び第 22

条の２第３号の診療に関する諸記録、第 22 条の３第３号の診療及び臨床研究に関

する諸記録並びに第 22 条第３号、第 22 条の２第４号及び第 22 条の３第４号の病

院の管理及び運営に関する諸記録 

⑤ 医療法第 46 条第２項の財産目録、第 51 条の４第１項（同条第４項において準用

する場合を含む。）に規定されている書類、同条第２項（同条第４項において読み

替えて準用する場合を含む。)に規定されている書類、同条第３項（同条第４項に

おいて読み替えて準用する場合を含む。）に規定されている書類 

⑥ 医療法第 46 条の３の６において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関す

る法律(平成 18 年法律第 48 号。以下「法人法」という。)第 57 条第２項に規定さ

れている議事録及び同条第３項に規定されている議事録の写し、第 46 条の４の７

において準用する法人法第 193 条第２項に規定されている議事録及び同条第３項

に規定されている議事録の写し、第 46 条の７の２第１項において準用する法人法

第 97 条第１項に規定されている議事録、第 50 条の２第２項に規定されている会

計帳簿等、第 54 条の７において読み替えて準用する会社法（平成 17 年法律第 86

号）第 684 条第１項に規定されている社会医療法人債原簿及び会社法第 731 条第

２項に規定されている議事録並びに第58条の３第２項(第59条の２において準用

する場合を含む。)及び同法第 60 条の４第２項(第 61 条の３において準用する場

合を含む。)に規定されている書類 

⑦ 覚醒剤取締法（昭和 26 年法律第 252 号）第 18条第１項の譲渡証、第 28条第１項

の帳簿、第 30 条の 10 第１項の譲渡証 

⑧ 麻薬及び向精神薬取締法（昭和 28年法律第 14号）第 32条第１項の譲渡証、第 38

条第１項及び第 39 条第１項の帳簿並びに第 50 条の 23 第２項の記録 

⑨ 歯科技工士法（昭和 30 年法律第 168 号）第 19 条の指示書 

⑩ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年

法律 145 号）第 46 条第１項の毒薬及び劇薬の譲渡に係る文書、第 49 条第２項の

処方せん医薬品の販売等に係る帳簿、第 68 条の７第３項及び第４項の再生医療等

製品に関する記録並びに第 68 条の 22 第３項及び第４項の特定生物由来製品に関

する記録 

⑪ 薬剤師法（昭和 35 年法律第 146 号）第 27 条の処方せん及び第 28 条の調剤録 

⑫ 外国医師等が行う臨床修練等に係る医師法第十七条等の特例等に関する法律（昭

和 62 年法律第 29 号）第 11条の診療録、第 12条の助産録、第 14 条の救急救命処

置録及び第 15 条の指示書 



⑬ 救急救命士法（平成３年法律第 36 号）第 46 条の救急救命処置録 

⑭ 再生医療等の安全性の確保等に関する法律（平成 25年法律第 85 号）第 16 条第１

項の再生医療等に関する記録及び第 45 条の特定細胞加工物の製造に関する記録 

⑮ 臨床研究法（平成 29 年法律第 16 号）第 12条の記録 

⑯ 医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第９条の６の４第１項の診療計画、

第 30 条の 21 及び第 30 条の 22 第１項の記録並びに第 30 条の 23 第１項から第３

項までの帳簿 

⑰ 保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和 32 年厚生省令第 15 号）第９条の診

療録等 

⑱ 保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和 32 年厚生省令第 16 号）第６条の調

剤録及び処方せん 

⑲ 臨床検査技師等に関する法律施行規則（昭和 33 年厚生省令第 24 号）第 12 条の３

の書類 

⑳ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭

和 36 年厚生省令第１号）第 13 条の薬局の管理に関する帳簿、第 14 条の医薬品の

購入等に関する記録、第 145 条の店舗の管理に関する帳簿、第 146 条の医薬品の

購入等に関する記録、第 149 条の４の区域の管理に関する帳簿、第 149 条の５の

医薬品の購入等に関する記録、第 158 条の３の営業所の管理に関する帳簿、第 158

条の４ の医薬品の購入等に関する記録 

㉑ 歯科技工士法施行規則（昭和 30 年厚生省令第 23号）第 15 条の歯科技工録 

㉒ 歯科衛生士法施行規則（平成元年厚生省令第 46 号）第 18 条の歯科衛生士の業務

記録 

㉓ 医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成９年厚生省令第 28 号）第 26

条の 12、第 34 条及び第 41 条第２項の記録 

㉔ 医師法第十六条の二第一項に規定する臨床研修に関する省令（平成 14 年厚生労働

省令第 158 号）第 19 条の２の帳簿 

㉕ 医療機器の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成17年厚生労働省令第36号）

第 45 条、第 53 条及び第 61 条第２項の記録 

㉖ 歯科医師法第十六条の二第一項に規定する臨床研修に関する省令（平成 17 年厚生

労働省令第 103 号）第 18条の帳簿 

㉗ 再生医療等製品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成 26 年厚生労働省令第

89 号）第 45条、第 53 条及び第 61 条第２項の記録 

㉘ 再生医療等の安全性の確保等に関する法律施行規則（平成 26 年厚生労働省令第

110 号）第７条第８号の記録、第 14 条第２項の記録、第 26 条の 13 第１項及び第

２項の記録、第 34条第３項から第５項までにおいて保存を求める再生医療等提供

計画、書類、説明及びその同意に係る文書並びに記録、第 67 条第１項の帳簿、第

71 条第１項の記録、同条第２項及び第３項において保存を求める再生医療等提供



計画、書類、記録、文書の写し、申請書の写し、申請書の添付書類、審査等業務に

関する規程及び委員名簿並びに第４章に規定する文書及び記録 

㉙ 臨床研究法施行規則（平成 30 年厚生労働省令第 17号）第 37 条第１項及び同条第

２項の記録、第 51 条第２項の記録、第 53 条第２項各号に掲げる書類及び記録、

同条第３項の記録、第 62 条第１項の記録、第 83 条第１項の帳簿、第 85条第１項

の記録、同条第２項の文書の写し、同条第３項の申請書の写し、申請書の添付書

類、業務規程及び委員名簿 
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日 薬 業 発 第 1 8 7号 

令 和 ８ 年 ７ 月 31日 

 

都道府県薬剤師会担当役員 殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

         副会長 渡邊 大記 

 

 

令和８年熊本地震に係る 

オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」を 

アクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について（その２） 

 

 平素より本会会務にご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 標記につきまして、厚生労働省保険局医療介護連携政策課ほかより別添のとおり

連絡がありましたのでお知らせいたします。 

 令和８年熊本地震に係るオンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情

報・資格確認機能」をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間等については、

令和８年７月29日付け日薬業発第171号にてお知らせしたところですが、今般、一

部地域のアクティブ化範囲が追加されました。 

つきましては、貴会会員にご周知くださいますようお願い申し上げます。 

 

 

別添４



 
 

事 務 連 絡 

令和８年７月 30 日 

 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課  

厚生 労働 省医薬 局総 務 課  

厚生労働省社会・援護局保護課 

 

 

 

オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」 

をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について 

 

 

標記につきましては、今般、別紙１のとおり、社会保険診療報酬支払基金・

国民健康保険中央会あてに連絡しましたので、貴団体におかれましても、関係

者に対し周知を図られますようお願いいたします。 

  



 
 

事 務 連 絡 

令和８年７月 30 日 

 
社会保険診療報酬支払基金 

国民健康保険中央会 

 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課  

厚生 労働 省医薬 局総 務 課  

厚生労働省社会・援護局保護課 

 

令和８年熊本地震に係る 

オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」を

アクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について(その２) 

 

「オンライン資格確認等システム利用規約」第 21 条第２項及び「電子処方

箋管理サービス利用規約」第 21 条第２項に基づく災害発生時における保険資

格情報・医療情報の閲覧機能のアクティブ化範囲等については、「オンライン

資格確認等システムにおける『緊急時医療情報・資格確認機能』をアクティブ

化する医療機関・薬局の範囲・期間について」（令和５年１月 26 日付事務連

絡）にてお示ししたところ、この具体的な適用範囲・期間について、下記のと

おり対応をお願いいたします。 

「緊急時医療情報・資格確認機能」のアクティブ化に当たっては、対象の医

療機関・薬局に対して、別添１のオンライン資格確認等システム利用規約第 25

条及び第 26 条、別添２の「医療情報を特例的に閲覧する場合に留意すべき

点」を参考に、患者への医療サービスを提供する以外の目的での利用は認めら

れないことについて十分な周知徹底をお願いします。貴機関におかれては、各

医療機関・薬局による本機能を用いたオンライン資格確認等システムの閲覧ロ

グを踏まえ、必要と認める場合には、個別に、医療機関・薬局に対して、「緊

急時医療情報・資格確認機能」を利用した医療情報の閲覧状況について事実関

係を確認してください。 

なお、令和６年３月１日以降、生活保護法による被保護者の医療扶助の受給

資格等の情報に係る同機能の利用に当たっては、別添中、「保険資格情報」と

あるのは「医療扶助の受給資格情報」と、「被保険者番号」とあるのは「受給

者番号」と、「保険者名称」とあるのは「福祉事務所名称」と読み替えるもの

とします。 

また、今後、下記に示した地域以外に所在する医療機関等であって、被災者

別紙１ 

御中 



 
 

を多く受け入れる等の事情により「緊急時医療情報・資格確認機能」の利用を

希望する施設から、別添３様式により厚生労働省に申出があった場合、個別

に、「緊急時医療情報・資格確認機能」を新たにアクティブ化又は延長してい

ただくよう依頼する場合があります（※）。 

今般の措置について、対象地域の医療機関・薬局に周知いただきますようお

願いいたします。 

 

※ 個別に「緊急時医療情報・資格確認機能」をアクティブ化した医療機関・薬局の名称等

については、厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08280.html#saigaiji）に順

次掲載いたします。 

 

記 

 

〇「緊急時医療情報・資格確認機能」のアクティブ化対象範囲・期間 

範囲 【熊本県】熊本市、八代市、水俣市、山鹿市、菊池市、宇土市、

上天草市、宇城市、天草市、合志市、下益城郡美里町、菊池郡大

津町、菊池郡菊陽町、阿蘇郡西原村、上益城郡御船町、上益城郡

嘉島町、上益城郡益城町、上益城郡甲佐町、八代郡氷川町、葦北

郡芦北町、葦北郡津奈木町 

※上記に加え、くまもと県北病院（熊本県玉名市）、前山皮膚科

（佐賀県佐賀市）を追加。 

期間 災害救助法の適用第一報から一週間（※） 

※令和８年８月３日まで 

以上 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08280.html#saigaiji


 
 

オンライン資格確認等システム利用規約（抄） 

 

 

（禁止事項）  

第２５条  サービス利用者は、本サービスを利用するに当たり、次の各号に掲げる行為を

行ってはならないものとします。 

一  本サービスの利用目的（患者の資格情報の確認及び医療行為等への活用）以外の用

途で本システムを使用する行為  

二  第 21 条第２項の場合を除いて、患者の同意なく薬剤情報・診療情報・特定健診情

報を閲覧する行為 

三～八 （略）  

九 法令若しくは本規約に違反する行為又はそのおそれがある行為  

十 公序良俗に反する行為  

十一～十四 （略） 

２  実施機関は、本サービスの利用に関して、サービス利用者の行為が前項各号のいず

れかに該当するものであることを知った場合、事前に通知することなく、当該サービス

利用者に対して本サービスの全部又は一部の提供を一時停止し又は前項各号に該当する

行為に関連する情報を削除することができるものとします。ただし、実施機関は、サー

ビス利用者の行為を監視する義務を負うものではありません。 

（利用規約に違反した場合の措置）  

第２６条 前条第１項に違反し、本システムの運用に支障をきたした行為又は支障をきた

すおそれがある行為をしたサービス利用者は、実施機関に対して、直ちに、その行為の

概要を報告するものとします。 また、当該行為の詳細が判明した場合、サービス利用

者は、遅滞なく、実施機関にこれを報告するものとします。  

２  前条第１項に違反する行為が悪質な場合、実施機関は、当該行為を行ったサービス利

用者に対して、その原因及び今後のシステム利用に当たっての対策等を内容に含む改善

書を提出するよう求めることができます。 また、実施機関は、当該行為の概要及び当

該サービス利用者の名称を公表することができます。  

３  サービス利用者が、前条第１項に違反した日から所定の日数経過後も、当該違反を是

正しない場合、実施機関は、次の各号に定める措置を講ずることができます。  

一 当該サービス利用者に対する本サービスの提供を一時的に停止すること 

二 当該サービス利用者に対する本サービスの提供を停止すること  

４  実施機関は、本システムの適切な運営及び本サービスの適切な実施を確保するため必

要があると認める場合は、サービス利用者に対して、業務の実施の状況に関し必要な報

告若しくは運用に関す記録その他の書類の提出を求め、又は質問することができます。 

 

別添１ 



 
 

医療情報を特例的に閲覧する場合に留意すべき点 

 

○ 患者の薬剤情報・特定健診情報等及び処方情報・調剤情報（以下「医療情

報」という。）を閲覧することは、患者に提供する医療サービスでの利用に

限られます。利用目的外で患者の医療情報を閲覧することは認められませ

ん。 

なお、医療機関・薬局において医療情報を閲覧した際、オンライン資格確

認等システムにログ（通信記録）が保管される仕組みとなっております。 

 

○ 「オンライン資格確認等システム利用規約」第 21条第２項及び「電子処

方箋管理サービス利用規約」第 21 条第２項に基づく医療情報の閲覧を行う

に当たっては、以下の方法で患者の特定を行ってください。詳細について

は、「オンライン資格確認等システム操作マニュアル（災害時医療情報閲覧

編）」（https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_i

d=1486b84c83a5725093695fa8beaad35e）をご参照ください。 

 

1. 医療機関等が、当該患者の被保険者番号を把握している場合 

⑴ 患者から、医療情報を閲覧することについて口頭等で同意を取得する。 

⑵ 資格確認端末から、当該患者の被保険者番号をキーに、オンライ

ン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」に照

会する。 

 

2. 医療機関等が、当該患者の被保険者番号を把握していない場合 

⑴ 患者から、医療情報を閲覧することについて口頭等で同意を取得する。 

⑵ 当該患者の①氏名、②生年月日、③性別、④保険者名称又は患者の住所

の一部を確認し、資格確認端末に入力。①～④の情報から、被保険者番

号等を特定した上で、被保険者番号をキーに、オンライン資格確認等

システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」に照会する。 

 

※ なお、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難な場合には、個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号）第 20 条第２項第２号に基づき、本人の同

意は必要ありません。 

この場合は、患者が所持する身分証明証や家族から提供された情報を

もとに本人を特定し、オンライン資格確認等システムにおける「緊急時

医療情報・資格確認機能」への照会を行ってください。 

別添２ 

https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_i


 
 

 

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

第二十条 （略） 

２ 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本

人の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。 

一 （略） 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

三～八 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

令和８年熊本地震にかかるオンライン資格確認等システム 

「緊急時医療情報・資格確認機能」のアクティブ化に係る申出書 

 

 

 本施設は、令和８年熊本地震による被災者の保険資格情報・医療情報を閲覧するため、

オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」のアクティブ

化又はその延長を希望します。 

１．医療機関（薬局）コード  

２．病院・診療所・薬局  （フリガナ） 

名  称 

 

 

住  所 〒   − 

 

 

３．電話番号  

４．「緊急時医療情報・資格確認

機能」のアクティブ化を希望す

る理由 

 

５．アクティブ化が必要な期間

（見込み） 

 

☑ 本施設は、患者に医療を提供する目的以外で、「緊急時医療情報・資格確認機能」を利用し

ません。 

☑ 「緊急時医療情報・資格確認機能」の利用に当たっては、医師、歯科医師、薬剤師その他

本施設の長によって閲覧権限を付与された者のほか、本施設の管理者が適切と認めた上で医

療情報閲覧アカウントを付与した者に限り、患者の医療情報を閲覧します。 

☑ 「緊急時医療情報・資格確認機能」の利用に当たり、オンライン資格確認等利用規約第 25

条第１項各号に掲げる禁止事項に違反した場合、同条第２項及び第 26 条の規定に基づき、実

施機関（社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険中央会）は、本施設に対して、オンラ

イン資格確認等システムの利用停止や名称公表等の措置をとることができることについて了

解しました。 

 

上記のとおり申し出ます。 

令和８年  月  日    

厚生労働省保険局医療介護連携政策課保険データ企画室宛て 

E-mail: suisin@mhlw.go.jp 
開設者名               

住  所  

別添３ 

mailto:suisin@mhlw.go.jp


 
 

事 務 連 絡 

令和５年１月 26 日 

 
社会保険診療報酬支払基金 

国民健康保険中央会 

 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 

 

 

オンライン資格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」 

をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期間について 

 

オンライン資格確認等システム及び電子処方箋管理サービスを導入している

医療機関・薬局においては、最新の保険資格情報のみならず、患者がマイナン

バーカードを用いて本人確認を行い、薬剤情報・特定健診情報等及び処方情

報・調剤情報（以下「医療情報」という。）の提供に同意した場合に限り、医

師等の有資格者は医療情報も閲覧することが可能です。 

また、「オンライン資格確認等システム利用規約」第 21 条第２項及び 「電

子処方箋管理サービス利用規約」第 21条第２項（以下「特定条項」という。）

のとおり、災害等が発生した場合には、患者がマイナンバーカードを紛失等し

た場合であっても、医療機関・薬局は、オンライン資格確認等システムを通し

て保険資格情報・医療情報を閲覧することができます。 

 

オンライン資格確認等システム利用規約 

第二十一条 （略） 

２ 前項の規定によらず、天災地変により実施機関が必要と判断した場合

は、患者から口頭で同意を取得することをもって、サービス利用者は薬剤

情報・特定健診情報等の提供を求めることができます。また、同様の場合

であって患者から口頭で同意を取得することが困難な場合、前項の規定に

よらず、同意の取得は必要ありません。 

 

電子処方箋管理サービス利用規約 

第二十一条 （略） 

２ 前項の規定によらず、天災地変により実施機関が必要と判断した場合

は、患者から口頭で同意を取得することをもって、サービス利用者は薬剤

御中 

(参考１) 



 
 

情報・特定健診情報等の提供を求めることができます。また、同様の場合

であって患者から口頭で同意を取得することが困難な場合、前項の規定に

よらず、同意の取得は必要ありません。 

 

災害等発生時における特定条項に基づく保険資格情報・医療情報の閲覧は、

医療保険情報提供等実施機関（以下「実施機関」という。）が「緊急時医療情

報・資格確認機能」をアクティブ化することで閲覧可能となります。 

つきましては、災害救助法（昭和 22年法律第 118 号）が適用される災害等

が発生した時には、災害救助法が適用された市区町村に対して、当面、災害救

助法の適用第一報から一週間、オンライン資格確認等システムの「緊急時医療

情報・資格確認機能」をアクティブ化するとともに、その旨を同対象地域に存

する医療機関・薬局に周知を行うよう、よろしくお願いいたします。 

上記の取扱は、災害救助法等が適用される災害等が発生した時に実施機関に

おいて初動対応として実施いただくものとし、その上で、個別の災害等の状況

に応じ、当課から上記の取扱について確認的に、又は上記の取扱の終了等につ

いて御連絡するために、別途事務連絡を発出させていただくことを申し添えま

す。 

今般の措置を講じるに当たり、医療機関・薬局において留意すべき点は別添

のとおりです。対象地域の医療機関・薬局に周知する際に、併せて記載等いた

だきますようお願いいたします。 

なお、本事務連絡発出に伴い、「オンライン資格確認等システムにおける

「緊急時医療情報・資格確認機能」をアクティブ化する医療機関・薬局の範

囲・期間について」（令和４年３月 17 日厚生労働省保険局医療介護連携政策課

事務連絡）は廃止します。 

 

以上 

  



 
 

医療情報を特例的に閲覧する場合に留意すべき点 

 

○ 患者の薬剤情報・特定健診情報等及び処方情報・調剤情報（以下「医療情

報」という。）を閲覧することは、患者に提供する医療サービスでの利用に

限られます。利用目的外で患者の医療情報を閲覧することは認められませ

ん。 

なお、医療機関・薬局において医療情報を閲覧した際、オンライン資格確

認等システムにログ（通信記録）が保管される仕組みとなっております。 

 

○ 「オンライン資格確認等システム利用規約」第 21条第２項及び「電子処

方箋管理サービス利用規約」第 21 条第２項に基づく医療情報の閲覧を行う

に当たっては、以下の方法で患者の特定を行ってください。詳細について

は、「オンライン資格確認等システム操作マニュアル（災害時医療情報閲覧

編）」（https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_i

d=1486b84c83a5725093695fa8beaad35e）をご参照ください。 

 

3. 医療機関等が、当該患者の被保険者番号を把握している場合 

⑶ 患者から、医療情報を閲覧することについて口頭等で同意を取得する。 

⑷ 資格確認端末から、当該患者の被保険者番号をキーに、オンライン資

格確認等システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」に照会す

る。 

 

4. 医療機関等が、当該患者の被保険者番号を把握していない場合 

⑶ 患者から、医療情報を閲覧することについて口頭等で同意を取得する。 

⑷ 当該患者の①氏名、②生年月日、③性別、④保険者名称又は患者の住所

の一部を確認し、資格確認端末に入力。①～④の情報から、被保険者番

号等を特定した上で、被保険者番号をキーに、オンライン資格確認等

システムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」に照会する。 

 

※ なお、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難な場合には、個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号）第 20 条第２項第２号に基づき、本人の同

意は必要ありません。 

この場合は、患者が所持する身分証明証や家族から提供された情報を

もとに本人を特定し、オンライン資格確認等システムにおける「緊急時

医療情報・資格確認機能」への照会を行ってください。 

(別添) 

https://iryohokenjyoho.service-now.com/sys_attachment.do?sys_i


 
 

 

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

第二十条 （略） 

２ 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本

人の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。 

一 （略） 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

三～八 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


